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立川市地域防災計画（原案）の主な修正内容 

重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

１）被害想定と減災目標の修正 

 （ア）東京都防災会議による

被害想定の修正 

東京都防災会議による被害想定にあわせて、数値等を修正 

○第２部 防災・減災計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ６ 年 ３ 月 ４ 日 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

 （イ）市の現状に合わせた減

災目標と対策の修正 

被害想定は、軽減しているものの、引き続き現行の減災目標と対策は変

更せず、引き続き市の現状に見合った対策を講じる 

○第２部第２章第２節 減災目標と対策 

減災目標 １ 死傷者の６割減 

（１）住宅の倒壊による死傷者の６割減 

立川断層帯地震Ｍ7.4、朝５時・風速８m/s の場合、ゆれによる建物被害

を原因とする死者想定数は 142 人、負傷者想定数は 2,084 人となってい

るが、次の対策を講じて、これをそれぞれ４割程度にする。 

２）市街地の安全対策 

 （ア）各種、地域ごとの危険

度に係る最新測定結果

の反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震に関する地域危険度測定調査(第９回) (令和４(2022)年公表)の結果

を反映 

○第２部第４章第 1 節第１項 市街地の安全対策 

 

 

 

（１）木造建物が密集するなど危険とされる地域 

市内の木造建物が密集している地域は、国が示す「緊急に改善すべき密集市

街地」の基準には該当しないものの、震災時には火災・延焼危険度が高い地域

となっている。 

東京都が令和４（2022）年に公表した「地震に関する地域危険度測定調査（第

９回）」は、各地域における地震に関する危険性を、建物倒壊危険度、火災危険

度、総合危険度で示している。結果の表示は、地域危険度のランクを５段階の

相対評価とし、各ランクの存在比率を過去の危険度測定調査の値と同じに定め、

危険量の大きい町丁目から順に高いランクを一定数割り当てたものとなってい

る。危険度のランクは相対評価であるため、安全性が向上していても、他の町

丁目の安全性がより一層向上している場合には、危険な方向にランクが変化し

ている場合がある。 

立川市の結果は、以下の表のとおりであり、建物倒壊危険度、火災危険度、

総合危険度ではランク「４」より上の地域はないものの、火災危険度・総合危

険度が「３」または「２」の地域は、いわゆる木造の建物が密集している地域

で、道路も狭く、建物の倒壊対策、不燃化対策が必要となっている。 

こうした地域の解消を図ることは、市街地を整備するなど抜本的な対応が求

められるが、関係者の合意形成に多くの時間を要し、また、多大な財源の確保

も課題となることから、都市計画と連携した取組を視野に入れつつ、対策を検

討する必要がある。 

また、街の初期消火活動や避難誘導のしくみづくりなどを進める観点から、

市民に周知する必要がある。 

消防署は、道路が狭あいなどで消火活動に支障がある区域を「消防活動困難

区域」とし、市内 17箇所を指定している。 

立川市内危険度等別ランク別町丁目数 

「地震に関する地域危険度測定調査（第９回）」（令和４（2022）年 東京都）より 

ランク 

種別 
1 2 3 4 5 

建物倒壊危険度 65 13 0 0 0 

火災危険度 54 21 3 0 0 

総合危険度 57 19 2 0 0 

※東京都震災対策条例に基づき、東京都都市整備局が５年ごとに行っている。都内

の市街化区域 5,192町丁目について、各地域における地震に関する危険性を示し

ている。 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

 （イ）首都直下地震等による

東京の被害想定結果の

反映 

 

 

 

 

 

対策の前提となる被害想定に関わる記述を各項目で修正 

○第２部 防災・減災計画 

第 1節 災害に強い都市（まちづくり） 

平成 23（2011）年３月 11 日に発生した東日本大震災では、震源から遠く離

れた東京においても、液状化や大量の帰宅困難者の発生などの被害が生じた。

このため、東京都防災会議では、平成 24(2012)年４月に、客観的なデータや最

新の科学的知見に基づいた被害想定の見直しを行い「首都直下地震等による東

京の被害想定」を公表している。その結果も踏まえて、立川市では、木造建物

の密集した地域の解消、避難路・延焼遮断帯の整備や沿道等の建物の不燃化な

ど、さまざまな防災対策に取り組んできている。防災対策の進展や人口構造等

を反映して、10年ぶりに見直された「首都直下地震等による東京の被害想定報

告書」（令和 4(2022)年 5 月 25 日公表）では、そうした取組の成果の現れとし

て、立川市としての被害が軽減される結果となった。ただし、依然として、立

川市では、多摩東部直下地震で約 2,600 棟、立川断層帯地震で約 6,000 棟の建

物被害が想定され、引き続き対策に取り組む必要がある。（後略） 

３）避難行動要支援者等支援対策の強化 

 （ア）個別避難計画の作成の

推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別避難計画に関わる災害対策基本法位置付け及び作成推進等の記述を

追記 

○第２部第４章第３節第１項 避難行動要支援者等支援対策 

（５）個別避難計画の作成 

災害対策基本法第 49 条の 14 第１項の規定に基づき、避難行動要支援者の氏

名、連絡先や避難場所・避難路、避難支援等を必要とする事項、避難支援等実

施者などを記入した個別避難計画を作成する。 

その際、近年頻発する台風や大雨による風水害に対応するため、「土砂災害（特

別）警戒区域」及び「多摩川洪水浸水想定区域」に居住する対象者に対し、市

内福祉事業者等の協力を得ながら、改正法施行後から概ね５年程度を目途に最

優先して作成する。 

なお、個別避難計画作成に必要な個人情報及びその入手方法、避難支援等関

係者による適正な情報管理については、避難行動要支援者名簿の例による。(後

略) 

○第３部第 14 章 要配慮者への対応 

第１節 基本方針と所管部署 

（１）基本方針 

（前略）このため、市は避難行動要支援者支援制度に基づき避難支援等関係者

と協力して、避難行動要支援者については、平時より避難行動要支援者名簿及

び個別避難計画を作成し、情報把握に努めるとともに、プライバシー、個人情

報等の取扱いに配慮したうえで、同意者については、消防署、警察署、自治会、

市民防災組織、民生委員・児童委員等と情報を共有する。 

災害発生時には、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の情報に基づき迅

速に安全確保及び安否確認、避難支援を実施する。（後略） 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

 （イ）避難行動要支援者等の

支援体制の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別避難計画の作成推進と併せた避難行動要支援者等の支援体制の強化

に関わる内容を追記 

○第２部第４章第３節第１項 避難行動要支援者等支援対策 

【現状と課題】 

（前略）さらに、令和元（2019）年東日本台風等による災害を踏まえ、令和３

（2021）年５月に同法が改正され、市町村に避難行動要支援者ごとに個別避難

計画の作成が努力義務化されるなどの規定等が創設され、計画作成の優先度が

高いと市町村が判断するものについて、改正法施行後から概ね５年程度で計画

を作成するように努める必要がある。 

市内には、多数の要介護者、身体障害者、知的障害者及び精神障害者（精神

保健福祉手帳所持者）が居住しているが、災害時に「特に支援を必要とする方」

に迅速な支援を行うため、今後より一層避難行動要支援者の情報の把握、管理

や支援のしくみづくりを進めていくことが必要となる。（後略） 

○第３部第９章第５節 市民・自治会・市民防災組織の役割 

（２）市民・自治会・市民防災組織の活動 

（前略）また、要配慮者の情報を把握し、安否確認情報を小・中学校等に派遣

される市の職員に提供する。また、事前に作成した個別避難計画に基づき、要

配慮者等の避難支援を行う。救助が必要な場合には消防署へ連絡するとともに、

できる限りの救出活動を行う。 

○第３部第 14 章第２節 要配慮者への支援内容 

情報提供、安否確認、避難誘導（支援）、避難生活支援については、避難行動

要支援者名簿及び個別避難計画を活用し、自治会や市民防災組織、民生委員・

児童委員、社会福祉協議会、地域包括支援センター、協定先のタクシー事業者

などと連携し実施する。なお、乳幼児、学童の避難誘導（支援）は、保護者・

施設管理者が行い、外国人については、事前に周知活動を行うものとする。 

○第４部第４章第１節 避難誘導 

（前略）さらに、高齢者や障害者等の要配慮者を、避難行動要支援者の名簿及

び個別避難計画等を活用し、地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら適切

に避難誘導し、安否確認を行う。 

４）避難所機能及び運営体制の向上 

 （ア）指定福祉避難所との連

携・強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」（令和３（2021）年５月）等

に基づき、指定福祉避難所との連携・強化に関わる記述を追記 

○第２部第４章第３節第２項 避難所の開設・運営 

第２項 避難所の開設・運営 

【現状と課題】 

（前略）福祉避難所については、指定福祉避難所の指定を促進するとともに、

事前に受入対象者となる要配慮者を調整して、人的物的体制の整備を図ること

で、災害時の直接の避難等を促進し、要配慮者の支援を強化することが課題で

ある。令和元（2019）年東日本台風の影響を踏まえ、改定された「福祉避難所

の確保・運営ガイドライン」（令和３（2021）年５月）に準ずる必要がある。（後

略） 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第３部第 10 章第３節 一時（いっとき）集合場所・避難所・広域避

難場所等の指定 

（６）福祉避難所の指定 

福祉避難所に関しては、人的・物的体制の整備を図ることで、あらかじめ指

定福祉避難所の指定を促進するとともに、事前に受入対象者を調整して、災害

時には直接の避難等を促進し、要配慮者の支援を強化することが求められてい

る。（後略） 

○第３部第 10 章第６節 二次避難所及び福祉避難所の開設・運営 

（１）二次避難所及び福祉避難所の開設基準 

（前略）なお、福祉避難所については、国の「福祉避難所の確保・運営ガイド

ラインの改定」（令和３（2021）年５月）により要配慮者が日頃から利用してい

る施設へ直接の避難を促進することが求められていることから、要配慮者の直

接避難を前提とした開設が必要となる。 

また、要配慮者が福祉避難所への直接避難がすぐには困難であった場合には、

まずは近くの指定避難所に避難し、災害などが落ち着いてから福祉避難所へ移

動するといった避難の流れも、あらかじめ想定しておくことが重要となる。 

○第４部第４章第４節 指定避難所の開設・運営 

（３）要配慮者への配慮 

要配慮者が福祉避難所への直接避難がすぐには困難であった場合には、まず

は近くの指定避難所に避難し、災害などが落ち着いてから福祉避難所へ移動す

るといった避難支援の流れも、あらかじめ想定しておくことが重要となる。 

福祉避難所については、国の「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」の改

定（令和３（2021）年５月）により要配慮者が日頃から利用している施設へ直

接の避難を促進することが求められていることから、要配慮者の直接避難を前

提とした移動支援が必要となる。 

 （イ）避難所における感染症

対策の実施 

新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行を踏まえ、今後の感染症対

策に関わる記述に修正 

○第２部第４章第３節第２項 避難所の開設・運営 

第２項 避難所の開設・運営 

【現状と課題】 

（前略）さらに、新型コロナウイルス感染症の教訓を踏まえ、今後の新たな感

染症の発生を想定し、まん延防止を図るため、避難所における避難者の過密抑

制など、感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する必要がある。 

５）応援・受援体制の整備 

 （ア）東京都による市町村支

援体制の充実 

「東京都災害時受援応援計画」等の関連計画に関わる記述を追加 

○第２部第４章第３節第４項 食料・日用品・飲料水等の確保 

（６）受援体制の確保 

（前略）また、「東京都災害時受援応援計画」(令和５（2023）年 11月改定予定)

に基づき、東京都と連携し、防災人材育成や受援応援体制の整備など平時の取

組促進を図る。 

○第２部第４章第３節第８項 応援協力体制の整備 

（５）受援計画 

（前略）また、「東京都災害時受援応援計画」(令和５（2023）年 11月改定予定)

との整合を図り、東京都と連携し、役割分担や対応手順の明確化、平時の取組

促進を図る。 



6 

重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

 （イ）「立川市受援計画」の作

成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立川市受援計画(令和６年４月策定予定)に関する記述を追加 

○第２部第４章第３節第４項 食料・日用品・飲料水等の確保 

（６）受援体制の確保 

令和６（2024）年４月に策定した「立川市受援計画」の中で、外部からの物

的応援を受け入れる庁内の体制について整理している。災害時に円滑に運用す

るために、全庁的な研修等の実施により、実行性のある受援体制を構築する。

（後略） 

○第２部第４章第４節第８項 応援協力体制の整備 

（５）受援計画 

令和６（2024）年４月に策定した「立川市受援計画」の中で、外部からの人

的応援を受け入れる体制について整理している。災害時に円滑に運用するため

に、各班の体制の具体化や、全庁的な研修や訓練を通じたシミュレーション等

により、実行性のある受援体制を構築する。（後略） 

○第３部第５章第２節 広域応援要請 

（４）協定市町村の受入 

本部指揮所班、職員班は、協定締結市町村からの職員の派遣が確定したとき

は、次のとおり受入体制を準備する。 

なお、各班においても受援計画をもとに受入の準備を行う。 

６）新たに建設される市所有施設の防災分野への活用 

 （ア）クリーンセンター「た

ちむにい」の防災分野

への活用 

○第２部第４章第４節第５項 災害廃棄物の処理 

【現状と課題】 

（１）ごみ・災害廃棄物処理 

ごみ処理は、クリーンセンター「たちむにぃ」と総合リサイクルセンターで、

市職員と委託職員が行い、また、家庭ごみの収集作業は民間委託で実施してお

り（ごみ収集車 99 台、粗大ごみ収集車３台）、事業系ごみの収集作業は許可業

者が実施している。 

○第２部第４章第４節第８項 応援協力体制の整備 

（３）応援受入体制の整備 

① 派遣職員受入施設の確保 

クリーンセンター「たちむにぃ」、立川競輪場、立川拘置所を派遣職員の受入

施設として位置付けているが、受援計画に合わせ、新たな受入施設を確保する

必要性がある。 

○第３部第５章第２節 広域応援要請 

（４）協定市町村の受入 

本部指揮所班、職員班は、協定締結市町村からの職員の派遣が確定したとき

は、次のとおり受入体制を準備する。なお、各班においても受援計画をもとに

受入の準備を行う。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

応援受入 
拠点の確保 

○ 宿舎、屋内施設としてクリーンセンター「たちむにぃ」、
競輪場、立川拘置所を確保する。 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

○第３部第５章第４節 自衛隊派遣要請 

（５）自衛隊の受入 

本部指揮所班は、自衛隊の派遣が決定したときは、次のとおり部隊の受入体

制を準備する。なお、受入拠点候補地の利用が困難な場合は、その状況に応じ

て受入先を確保する。（中略） 

 

 

 

 （イ）立川市学校給食東共同

調理場の防災分野への

活用 

○第３部第１２章第５節 支援物資の受入・配分 

（２）支援物資の保管・仕分け・輸送 

一次避難所における支援物資の保管・仕分けは避難所班が、輸送は物資調達

班が担当し、それぞれ物流業者やボランティア等の協力を得て行う。なお、支

援物資集配拠点での支援物資の受入・保管・仕分けは物資配布班が行う。 

■支援物資集配拠点 

○ 泉市民体育館   ○ 柴崎市民体育館   ○多摩広域防災倉庫 

【二次集配拠点】 

○ 学校給食東共同調理場 ○ 学校給食西共同調理場 

 （ウ）東京都・立川市合同施

設「コトリンク」の防災

分野への活用 

○第２部第４章第３節第５項 帰宅困難者の安全確保 

【施策の方向性と事業計画】 

（１）立川駅周辺に滞留する帰宅困難者の対策 

（前略） 

立川駅南口東京都・立川市合同施設内「コトリンク」は、駅南口の好立地で

あることから、臨時案内所等を設置・運営するなど活用を図る。 

 （エ）健康会館及びドリーム

学園（R7移設・統合）

の防災分野への活用 

○第２部第４章第３節第２項 避難所の開設・運営 

【現状と課題】 

（前略） 

ドリーム学園についても、福祉避難所として指定しているが、現状では乳幼児

向け施設の側面が強い一方で、障害者対応への期待もあり、今後、令和７（2025）

年度の施設移転も見据えながら、福祉避難所の位置付けも検討していく。（後略） 

○第２部第４章第４節第４項 医療・救護体制の整備 

【現状と課題】 

（１）医療救護体制の整備 

① 活動拠点等の位置付け状況 

（前略）健康会館については、令和７（2025）年度に移転を控えているため、

医療救護対策本部及び立川市三師会災害対対策本部の適正な運営について検討

する必要がある。 

７）多様な支援団体との適切な連携 

 （ア）自動車メーカーによる

給電車両の貸与と電源

の使用に関する支援 

 

 

 

 

○第２部第４章第１節第４項 ライフラインの整備 

【施策の方向性と事業計画】 

（３）電気・ガス・電話 

（前略）また、自動車メーカーとの災害時支援協定の締結に基づき、給電車両

等を使用した電源の確保を図る。（後略） 

受入拠点候補地 

○ 立川競輪場 
〇 クリーンセンター「たちむにぃ」 
○ 立川拘置所 
○ その他必要に応じ公共施設を確保 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

 （イ）電力会社による災害時

の障害物除去支援 

 

 

○第２部第４章第１節第４項 ライフラインの整備 

【現状と課題】 

（３）電気 

（前略）さらに、災害時連携協定に基づき、東京電力パワーグリッドと連携し

て、電力の復旧に支障となる障害物等の除去及び応急措置を実施する。 

 （ウ）医療法人による緊急医

療救護所運営 

○第３部第８章 

第４節 緊急医療救護所、避難所救護所等の設置及び活動 

（１）緊急医療救護所 

発災から 72 時間の超急性期に立川市は指定病院、立川市三師会災害対策本

部及び柔道整復師会と協力し、指定病院前に緊急医療救護所を設置する。超急

性期は、傷病者が病院前に殺到し、病院機能が麻痺することが予想される。医

療資源は限られており、救命を目的とする病院機能を保持するため、病院前に

設置する緊急医療救護所においてトリアージを行い、黄色及び赤色の傷病者の

み病院内に搬送する。緑色の傷病者には応急処置を施し、避難所等へ誘導する。 

 （エ）医療法人による高齢者

避難受入 

○第３部第 14 章第６節 緊急援護の実施 

（２）二次避難所・福祉避難所での援護  

学習等供用施設や児童館などを二次避難所、福祉作業所や保育園等を福祉避

難所として利用し、さらに必要な場合には地域福祉サービスセンター、利用可

能なホテル等の宿泊施設を活用するほか、協定先の市内社会福祉法人、医療法

人と連携して、一般の避難所での生活が困難な高齢者、障害者を受け入れる。

（後略） 

 （オ）民間企業による井戸水

の供給 

○第２部第４章第３節第４項 食料・日用品・飲料水等の確保 

【施策の方向性と事業計画】 

（２）飲料水等の確保 

（前略）農業用井戸や民間で所有する井戸については、生活用水としての災害

時利用に関する協定を結んでおり、井戸水汲み上げ用の非常用発電機を設置し

ている井戸（17箇所）もあることから、災害時の活用について具体化を図る。 

 （カ）タクシー事業者等によ

る避難行動要支援者移

送 

 

 

 

 

 

○第２部第４章第３節第１項 避難行動要支援者等支援対策 

【施策の方向性と事業計画】 

（６）風水害時における避難行動要支援者の移送 

風水害時の早い段階における避難行動要支援者の移送体制の構築に向け、協

定を締結しているタクシー会社との連携強化に加え、支援協定の拡充を進める。 

○第２部第４章第３節第２項 避難所の開設・運営 

【施策の方向性と事業計画】 

（２）避難所の開設・運営体制の構築 

（前略）トリアージ後の搬送体制を構築するため、協定を締結している福祉車

両所有事業者、タクシー事業者等との連携強化に加え、支援協定の拡充を進め

る。（後略） 

 （キ）公益社団法人による応

急救護活動の協力 

○第３部第８章第１節 基本方針と所管部署 

（１）基本方針 

（前略）超急性期には、重症度に応じた適切かつ迅速な医療を提供するため、

指定した病院前に緊急医療救護所を、市と指定病院、三師会災害対策本部及び

柔道整復師会が協力して設置する。（後略） 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

 （ク）包装会社による災害時

の段ボールベッド供給 

 

 

 

○第２部第３章第４節 避難所の運営 

（前略）また、要配慮者に対しては、避難所において、生活空間の配慮や、必

要に応じた支援（介護や相談対応等）に留意する必要がある。また、必要に応

じて、備蓄している簡易ベットや、災害時協定に基づき供給される段ボール製

の簡易ベッド等を使用し、環境整備・改善を図る。 

 （ケ）市内自治会による避難

行動要支援者支援 

○第３部第９章第５節 市民・自治会・市民防災組織の役割 

（２）市民・自治会・市民防災組織の活動 

（前略）また、要配慮者の情報を把握し、安否確認情報を小・中学校等に派遣

される市の職員に提供する。また、事前に作成した個別避難計画に基づき、要

配慮者等の避難支援を行う。救助が必要な場合には消防署へ連絡するとともに、

できる限りの救出活動を行う。 

 （コ）イオンモールむさし村

山及びセレモア白峯殿

及びケーヨーデイツー

による車両による一時

避難場所 

○第４部第４章第２節 避難場所、避難所等の指定 

（２）車両による一時的な避難場所 

交通渋滞によって、避難行動や緊急車両の走行が阻害されることから、災害

時の避難方法は徒歩が原則である。ただし、風水害時に警戒レベル４が発令さ

れるよりも早い段階で、車両による避難以外の行動が取れない住民等を対象と

して、立川競輪場、イオンモールむさし村山、セレモア白峯殿及びケーヨーデ

イツーを、車両による一時的な避難場所として運用する。 

 （サ）特定非営利活動法人に

よる避難所運営等 

 

 

 

 

○第２部第４章第２節第４項 地域と事業所・商店街が連携した防災体

制の整備 

【施策の方向性と事業計画】 

（１）災害ボランティアセンターの開設・設置及び運営 

（前略）災害時のボランティア及びボランティアコーディネーターの育成を進

めるため、市民団体のＮＰＯ法人立川災害ボランティアネット等と連携して市

民等を対象に、学習会や研修会等を実施する。（後略） 

８）その他 

 （ア）各課への意見照会結果

の反映 

①各施策・事業の進捗に

合わせた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各施策・事業の進捗に合わせ、現状値や関連計画等を修正 

○第２部第４章第１節第２項 道路・橋りょうの整備 

【現状と課題】 

（３）橋りょうと歩道橋 

立川市が管理する橋長２ｍ以上の橋りょうは 43橋、横断歩道橋は８橋あり、

高度経済成長期に建設が集中していることから、老朽化への対応が喫緊の課題

となっており、補修・補強による耐震化を進めていく必要がある。 

市内緊急輸送道路上の橋りょうは 15 橋（うち１橋は跨道橋）あり、令和２

（2020）年３月の調査において健全度区分Ⅰ（健全）が４橋、健全度区分Ⅱ（予

防保全段階）が 11橋、また、市内緊急輸送道路を跨ぐ横断歩道橋は３橋あり、

健全度区分Ⅰ（健全）が１橋、健全度区分Ⅱ（予防保全段階）が１橋、健全度

区分Ⅲ（早期措置段階）が１橋となっている。 

また、都道上の東京都が管理する橋りょう及び横断歩道橋については、都で

定めた予防保全計画、個別施設計画に基づき維持管理を行っている。 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

②情報発信ツールの追加 

 

 

 

 

 

 

③災害時の下水処理要領

の変更 

 

   

 

④組織変更等に伴う事務

分掌の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象情報に関する情報発信ツールとして、LINE が追加されたことによ

る記述の修正 

○第２部第４章第４節 危機管理体制の整備 

第１項 初動体制の整備と情報提供のしくみづくり 

【現状と課題】 

(前略)令和２（2020）年度には、気象庁が発表する気象情報を見守りメール、

Ｘ（旧ツイッター）で自動配信するしくみを構築し、令和４（2022）年度には

このしくみにＬＩＮＥを追加した。 

錦町下水処理場について、令和５年４月１日からし尿の搬入先が湖南衛

生組合へ変更となったため、記述を修正 

○第２部第４節第４章第５項 災害廃棄物の処理 

（２）し尿処理の現状 

し尿処理は、平時は湖南衛生組合で行っている。（後略） 

組織変更等に伴い、事務分掌の修正 

○第３部第１章第３節 災害対策本部の組織と職員態勢 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

⑤新たな被害想定等を踏

まえて、関連資料の見

直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥二次避難所(地震災害

時)の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新たな被害想定等を踏まえて、避難所施設関係（付帯設備、受入者

数）、備蓄状況の修正 

○関連資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二次避難所(地震災害時)に「錦第四学童保育所」が追加されたため、

「二次避難所(地震災害時)」を修正 

○関連資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



12 

重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

⑦「風水害時指定避難所

開設段階別一覧」の作

成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧「風水害時における車

両による一時避難場所

一覧」の作成 

 

 

 

 

 

⑨「浸水予想区域内要配

慮者利用施設【対象流

域：残堀川他】」の調整 

浸水想定や実態の水害ハザードマップ等と整合を図り、調整 

○第４部第４章第２節 避難場所、避難所等の指定 

（１）避難場所、避難所等の指定 

令和元（2019）年に発生した東日本台風における経験を教訓とし、より効果

的な対策を講じている。指定避難所の開設については災害の規模に応じて、３

段階に分け段階的に開設する。第１段階では多摩川の氾濫を想定し、がけ上部

分の４施設（滝ノ上会館、柴崎会館、錦学習館、立川競輪場）を開設し、第２

段階においては小中学校を 21 箇所開設するが、立川市水害ハザードマップ上

で浸水可能性がある区域に在する小中学校等９箇所（第九、新生、上砂川、西

砂各小学校、立川第五、立川第七、立川第八各中学校、旧多摩川小学校、旧若

葉小学校）は開設しない。第３段階においては、地震時における二次避難所に

該当する避難所等９箇所を開設する。 

○関連資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

協定内容等と整合を図り、作成 

○関連資料 

 

 

 

 

 

 

浸水想定と施設分布を踏まえて、調整 

○関連資料 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

 （イ）関係機関への意見照会

結果の反映 

①消防署からの意見を踏

まえた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防署に関わる実態・活動内容に合わせた内容の修正 

○第２部第３章第１節 建築物の耐震化や市街地等の整備 

(前略)消防署は、各事業所に対しては、東京都震災対策条例に基づく事業所防

災計画の作成を指導し、事業所・市民に対しては、立入検査及び防火診断を通

じた火気対策や防火防災対策を推進するとともに、各家庭からの出火や火災の

拡大を防止するため、住宅用火災警報器をはじめ住宅用防災機器等の普及を図

り、初期消火体制の強化を図る。 

また、消防用設備の適正な維持管理や、災害時の活動体制の確立及び施設内

外における火気取扱の規制等所要の指導を行う。(後略) 

○第２部第４章第２節第３項 防災訓練の充実 

【施策の方向性と事業計画】 

（２）地域の防災訓練の充実 

(前略)消防署の指導により、市民防災組織に対しては、救出・救護に係る啓発

を推進する。(後略) 

○第３部第６章第３節 消防署（東京消防庁）の活動 

（１）活動態勢 

① 震災第一非常配備態勢 

以下の場合、直ちに震災第一非常配備態勢を発令し、事前計画に基づく活動

を開始する。 

ア 気象庁の発表で、東京都 23区、東京都多摩東部及び多摩西部のいずれかに

震度５強の地震が発生したとき 

イ 東京消防庁及び区市町村（島しょを除く。）の地震計ネットワークによる震

度のいずれかが震度５強を示す地震が発生したとき 

ウ アの地域に地震が発生し、当該地震により被害状況等により警防本部長が

必要と認めたとき 

② 震災第二非常配備態勢 

以下の場合、直ちに震災第二非常配備態勢を発令し、事前計画に基づく活動

を開始する。 

ア 気象庁の発表で、東京都 23区、東京都多摩東部及び多摩西部のいずれかに

震度６弱以上の地震が発生したとき 

イ 東京消防庁及び区市町村（島しょを除く。）の地震計ネットワークによる震

度のいずれかが震度６弱以上を示す地震が発生したとき 

ウ アの地域に地震が発生し、警防本部長が必要と認めたとき 

③ 非常参集 

震災第一非常配備態勢を発令した時は発令時に勤務している職員及び所要の

職員、また震災第二非常配備態勢を発令した時は全消防職員が各招集計画に基

づき、直ちに所定の場所に参集する。 

 

（２）消防署の活動基本方針 

 

 

 

 

 

 

○ 延焼火災が多発したときは、全消防力をあげて消火活動を行う。 
○ 震災消防活動体制が確立したときは、消火活動と並行して救助・救急活
動等の活動を行う。 

○ 延焼火災が少ない場合は、救助・救急活動を主に行う。 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②三師会からの意見を踏

まえた修正 

 

 

 

 

 

 

 

○第３部第 21 章第５節 関係機関のボランティア活動 

（２）東京消防庁災害時支援ボランティア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治会及び市民防災組織へのスタンドパイプ貸与状況を追加 

○関連資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療救護に関わる実態・活動内容に合わせた内容の修正及び追加 

○第３部第８章第８章 医療救護 

第４節 緊急医療救護所、避難所医療救護所等の設置及び活動 

（１）緊急医療救護所 

発災から 72 時間の超急性期に立川市は指定病院、立川市三師会災害対策本

部及び柔道整復師会と協力し、指定病院前に緊急医療救護所を設置する。超急

性期は、傷病者が病院前に殺到し、病院機能が麻痺することが予想される。医

療資源は限られており、救命を目的とする病院機能を保持するため、病院前に

設置する緊急医療救護所においてトリアージを行い、黄色及び赤色の傷病者の

み病院内に搬送する。緑色の傷病者には応急処置を施し、避難所等へ誘導する。 

（中略） 

（２）避難所救護所 

医療救護班は、市内各中学校に順次、避難所救護所を設置する。 

超急性期は、地域での救護活動を主とし、応急処置は必要最小限にとどめ、

重傷者等は、医療機関への搬送に努める。急性期以降は、医師等による巡回診

療や保健師等の専門職による巡回健康相談を行う。 

資  格 活動内容 
原則、東京消防庁管轄区域内に居
住する者または東京消防庁管轄区
域に勤務もしくは通学する者であ
り、かつ震災時等において東京消
防庁の支援を行う意志がある15歳(
中学生を除く。)以上の者で次のい
ずれかの要件を満たす者 
 
１ 応急救護に関する知識を有す

る者 
２ 過去に消防団員、消防少年団

として１年以上の経験を有す
る者 

３ 元東京消防庁職員 
４ 震災時等、復旧活動時の支援

に必要となる資格、技術等を
有する者 

１ 災害時 
災害時には、東京消防庁管内の消防署

に参集し、チームを編成後、消防職員の
指導と助言により、消防署内での後方支
援や、応急救護活動などを実施。 
２ 平常時 
消防署が都民に対して行う防火防災訓

練、応急救護訓練、広報活動等の支援を
実施。チームリーダー以上を目指す人に
対しては、「リーダー講習」、「コーデ
ィネーター講習」、「震災時消防活動支
援特別講習」を実施。 
※ 参集 
東京消防庁管内における震度６弱以上

の地震発生時に、あらかじめ登録した消
防署に自主的に参集する。 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 搬送態勢の確立 

（１）緊急医療救護所からの搬送 

指定病院前に緊急医療救護所が設置されるので、トリアージによる識別票が

黄、赤の傷病者は当該病院にて治療する。当該病院では対応できない傷病者は、

医療救護対策本部にいる市災害医療コーディネーターと連絡を取り、収容病院

を探し搬送する。市内の病院で対応できない場合、医療救護班は、北多摩西部

保健医療圏（二次保健医療圏）の医療対策拠点に傷病者を受け入れる病院の確

保を要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６節 特殊医療 

（１）人工透析患者への対応 

人工透析患者は、１回の透析に 120～150 リットルの水を使用する血液透析

を週２～３回受けており、災害時にも平常時と同様の医療を要する。 

医療救護班は、人工透析患者の適切な医療体制を確保するため、三多摩腎疾

患治療医会災害時ネットワーク（以下「三多摩ネットワーク」という。）北多摩

西部ブロック、立川市医師会、透析医療機関等と連携し、次の活動を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

（２）在宅難病患者への対応 

人工呼吸器を装着している在宅難病患者などは、「東京都在宅人工呼吸器使用

者災害時支援指針」を活用して作成した、「在宅人工呼吸器使用者災害対策リス

ト」を基に、「災害時個別支援計画」に定めた方法等により、在宅難病患者の療

養継続のための支援、または必要に応じて搬送及び救護を行う。 

このため、生活支援班では平常時から保健所と連携して患者を把握し、避難

行動要支援者名簿に適切に登載するとともに、医療救護班との連携により、災

害時における在宅難病患者の搬送及び救護の体制整備に努める。 

（３）災害時の小児周産期領域への対応 

東京都は災害時に小児周産期医療に関し、必要な情報を集約一元化して、迅

速かつ的確に医療救護活動を行うことができるよう、平時より都内や当該地域

における小児・周産期医療提供体制に精通している医師を東京都災害時小児周

産期リエゾン及び地域災害時小児周産期リエゾンに指定する。東京都災害小児

周産期リエゾン及び地域災害時小児周産期リエゾンの主な役割と配置について

次のとおりである。 

〇 三多摩ネットワーク北多摩西部ブロック及び立川市医師会と連携し、透
析医療機関の被災状況等の確認に努める。 

〇 生活支援班及び避難所班と協力して、避難所等において透析患者の情報
を把握する。 

〇 透析患者が通院医療機関との連絡が取れないなど透析が受けられない場
合は、三多摩ネットワーク北多摩西部ブロックと連携し、受入可能な透
析医療機関への対応を依頼する。 

〇 避難所等における食事への相談、腹膜透析時のバック交換場所や電源確
保等必要な支援について、生活支援班・避難所班と協力して行う。 

〇 三多摩ネットワーク北多摩西部ブロックから透析用水の支援要請があっ
た場合、北多摩西部保健医療圏医療対策拠点を通じ、都保健医療局へ支
援要請を行う。 

 

■災害拠点病院等 
名  称 所 在 地 

【災害拠点病院】 
独立行政法人国立病院機構 災害医療センター 
国家公務員等共済組合連合会 立川病院 
社会医療法人財団大和会 東大和病院 

【災害拠点連携病院】 
社会医療法人社団健生会 立川相互病院 
医療法人徳洲会 東京西徳洲会病院 
社会福祉法人恩賜財団東京都同胞援護会 昭島病院 
社会医療法人財団大和会 武蔵村山病院 

【災害医療支援病院】 
災害拠点病院及び災害拠点連携病院を除く全ての病院 

 
緑町3256 
錦町4-2-22 
東大和市南街2-2-1 
 

緑町4-1 
昭島市松原町2-15 
昭島市中神町1260 
武蔵村山市榎1-1-5 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      

③東京ガスグループから

の意見を踏まえた修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療救護班は、地域災害医療コーディネーターと連携し、小児周産期領域に

係る医療救護については地域災害時小児周産期リエゾンへ要請を行う。その要

請を受け、地域災害時小児周産期リエゾンが、搬送先や搬送方法、搬送人員等

を調整する。また、二次保健医療圏域内や近隣等の医療対策拠点で対応が困難

な場合は、東京都へ要請を行う。 

なお、緊急医療救護所や避難所救護所における妊産婦及び乳児に対する支援

及び協力を実施する必要性が生じた場合は、東京都助産師会北多摩第一分会に

支援の要請を行うことができる。 

 

 

（第７節略） 

第８節 こころのケア 

医療救護班は、知的・精神障害者や大規模な災害による心的外傷後ストレス

障害等を負った被災住民や支援者に対処するため東京都災害派遣精神医療チー

ム（ＤＰＡＴ）の派遣を東京ＤＰＡＴ活動拠点本部に要請し、情報提供等を行

う。（後略） 

「ガスメーターの復帰方法」の更新 

○関連資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■助産活動内容 
○ 妊産婦及び乳児に対する心身両面のケア 
○ 分娩以外の応急救護活動 

 

種  別 役  割 
東京都 
災害時小児周産期リエゾン 

都内全域の小児周産期領域に係る医療救護活
動を統括・調整するため、都及び東京都災害
医療コーディネーター等に対して助言を行う
、都が指定する医師（６名） 

地域 
災害時小児周産期リエゾン 

各二次保健医療圏域の小児周産期領域に係る
医療救護活動を統括・調整するため、都が指
定する医師（島しょ保健医療圏を除き各2名） 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

 （ウ）東京都地域防災計画の

修正を踏まえた反映 

①指定公共機関組織構成

の調整(東京ガスグル

ープ等) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②要配慮者に関わる視点

の追加 

 

 

③「被害低減効果の推計」

の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④「帰宅困難者対策オペ

レーションシステム」

(令和６(2024)年度運

用予定)に係る内容の

追記 

 

 

 

 

 

○第１部第２章第５節 指定公共機関 ほか 

 

○第２部第２章第２節 防災・減災計画の基本的な考え方 

（１）基本理念 

(前略)さらに、計画全体を通して女性や子ども、性的マイノリティのほか、高

齢者、障害者、難病患者、外国人等の要配慮者の視点を取り入れることが重要

である。(後略) 

○第２部第２章第１節 東京都防災会議による被害想定 

 

○第２部第４章第３節第５項 帰宅困難者の安全確保 

（３）帰宅困難者への情報提供 

（前略）なお、東京都は令和４(2022)年度から、発災時の都内の混雑状況や一

時滞在施設の開設・運営状況を迅速に把握し、帰宅困難者等に対して情報提供

するための「帰宅困難者対策オペレーションシステム」(令和６(2024)年度運用

予定)の開発に着手しており、東京都と連携し、一時滞在施設等の情報通信基盤

の強靭化を図ることで、発災時に滞留者や帰宅困難者が必要な情報が入手し、

円滑に安否確認や一時滞在施設の案内・誘導等が行える体制を構築する。 

 

機関の名称 事務または業務の大綱 

ＪＲ東日本 １ 鉄道施設等の工事計画及びこれらの施設等の保全に関すること 

２ 災害時における鉄道車両等による救助物資及び避難者輸送の協力に

関すること 

ＮＴＴ東日本 １ 電信及び電話施設の建設並びにこれらの施設の保全に関すること 

２ 災害非常通話の調整及び気象予警報の伝達に関すること 

ＮＴＴコミュ

ニケーション

ズ 

１ 国内・国際電話等の通信の確保に関すること 

２ 災害時における通信の疎通確保と通信設備の復旧に関すること 

ＮＴＴドコモ １ 携帯電話等の移動通信施設の建設並びにこれらの施設の保全に関す

ること 

２ 災害時における移動通信の疎通確保と通信設備の復旧に関すること 

ＫＤＤＩ １ 重要通信の確保に関すること 

２ 災害時における移動通信の疎通確保と通信設備の復旧に関すること ソフトバンク 

楽天モバイル 

東京電力パワ

ーグリッド 

１ 電力施設等の建設及び安全保安に関すること 

２ 電力需給に関すること 

東京ガスグル

ープ 

１ ガス施設（装置、供給及び製造設備を含む。）の建設及び安全保安に

関すること 

２ ガスの供給に関すること 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

⑤医療体制に係る発災直

後から急性期までの連

携体制に関わる図の修

正 

 

○第３部第８章第３節 活動内容 

（３）東京都への応援要請 

 

 （エ）修正素案に対する東京

都協議における意見を

踏まえた修正 

①消防組織法への整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

②災害救助法改定に伴う

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第３部第６章第６節 消防隊の応援  

（１）応援要請 

運用可能な消防力で災害対応が困難な場合、消防組織法に基づき、緊急消防

援助隊の派遣要請を行い、応援受入に協力する。 

なお、緊急消防援助隊の派遣要請は、消防署と連携の上、東京消防庁の判断

に基づき、都知事に対して行うものとする。 

 

 

 

○第 3 部第 20 章第 4 節 被災住宅の応急修理 

（１）応急修理の目的 

災害救助法が適用された地域における住宅の被害拡大防止のための緊急的な

措置として、震災により住家が半壊（半焼）もしくはこれらに準ずる程度の損

傷を受けた場合、居住に必要な最小限の応急修理を行い、被災した住宅の居住

性を維持する。また、取り壊しに伴う災害廃棄物の発生や応急仮設住宅等の需

要の低減を図る。 

（２）対象者 

災害のため、住宅が半壊（半焼）もしくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、

自らの資力では応急修理ができない者及び大規模な補修を行わなければ居住す

ることが困難である程度に住家が半壊した者。 
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重点 

項目 
主な修正内容 

立川市地域防災計画 

における修正箇所及びポイント 

③危険度分布（警戒判定

メッシュ）の変更に伴

う修正 

 

 

○第４部第２章第１節 気象に関する情報 

（５）警報の危険度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

気象庁 HP「土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）」 


